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第４回地域版ＳＤＧｓ調査２０２２ 

住民によるＳＤＧｓ評価は鳥取県が３年連続１位 

地域企業のサステナビリティ貢献度、１位はトヨタ（愛知）、２位ハウステンボス（長崎） 

 

2022年 7月 20日 

株式会社ブランド総合研究所 

 

株式会社ブランド総合研究所は、このたび都道府県ごとの住民が、地域のＳＤＧｓへの取り組みにつ

いてどのように評価をしているかを調査する「第４回地域版ＳＤＧｓ調査 2022」（調査対象者：各都道府県

の住民 500人、有効回答数：23,166人、調査期間：5月 20～26日）をインターネットで実施しました。 

その結果、居住している都道府県のＳＤＧｓへの取り組みに対して、最も評価が高かったのは鳥取県と

なりました。同県は「よく取り組んでいる」との回答が 9.3％、「少し取り組んでいる」が 28.0％と、およそ 4

割の住民が評価をしています。なお、「よく取り組んでいる」との回答は前年の 4.8％からおよそ 2倍に増

加しており、同県は 3年連続で 1位となっています。 

2 位は福島県で、3 位は宮崎県、4 位は福井県、5 位は山形県となりましたが、いずれの県もランキン

グの順位が前年の 5位、11位、14位、31位からの大幅に上昇しています。6位以下の都道府県におい

ても順位が大きく変化しているケースが多く、ＳＤＧｓの取り組み自体が急激に浸透している現状におい

て、地域における評価も、その取り組み内容で大きく変わる可能性があることがわかります。 

 

なお、地域のＳＤＧｓの取り組みは、住民自身や地域の企業による取り組みなどが大きく影響します。

そのため、この調査では住民による「節水」や「省エネ」などの消費、環境、社会に関する行動 20項目に

ついての行動実態を調べたほか、各地に根付いている有力企業（都道府県ごとに 20 社前後）について、

地域や社会の持続性につながる活動の評価「サステナビリティ貢献度」を調査しました。なお、地域の企

業に関して地元住民が評価をする調査で、全国規模で実施する調査は本調査が初めてです。 

 

＜調査結果の概要＞  

「お住いの都道府県はＳＤＧｓ達成のために積極的に取り組んでい

ると思いますか」との設問で、「よく取り組んでいる」、「少し取り組んで

いる」、「どちらともいえない」、「あまり取り組んでいない」、「全く取り組

んでいない」の 5 段階で評価してもらい、それぞれ 100 点、75 点、50

点、25点、0点で加重平均した結果を「ＳＤＧｓ評価」とした。 

もっとも高かったのは鳥取県となったが、2位の福島県以下、10位ま

でのうち 8県は前年より順位を大きく上げている。一方で東京都は前年

11位から 20位へ、埼玉県は 17位から 41位、神奈川県は 9位から 43

位、千葉県は 3位から 44位へと、いずれも大きく順位を下げている。ま

た、上位 10 位のうち東北と九州がそれぞれ 4 県を占めており、3 大都

市圏は入っていない。これらのことから、これまで都市圏が主導して展

開されてきたＳＤＧｓ活動が、地方にも急速に広がってきている様子が

わかる。 

 

 

ニュースリリース 

順位 SDGs評価

22 21 （点）

1 (1) 鳥取県 54.4

2 (5) 福島県 52.9

3 (11) 宮崎県 52.7

4 (14) 福井県 52.5

5 (31) 山形県 52.4

6 (23) 沖縄県 52.3

7 (7) 熊本県 52.1

8 (22) 福岡県 51.5

9 (17) 長野県 51.2

9 (37) 宮城県 51.2

都道府県

◆ＳＤＧｓ評価が高い都道府県 
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◆ＳＤＧｓを「詳細に知っている」はあまり増えていない 

ＳＤＧｓ認知度について聞いた設問の結果では、 

「ある程度の内容を知っている」の回答が

41.8％と、前年の 29.4％より大幅に増えている。

その一方で、「詳細な内容を知っている」との回

答は 7.9％で、前年の 7.4％から微増にとどまっ

ている。 

「言葉は知っている」との回答も前年より増え

ており、ＳＤＧｓの認知度は確実に高まってはい

るが、詳細な内容まで知っている人が増えてい

るわけではなく、今後はいかにして詳細な内容までの周知を広め、具体的な活動につなげていくかが

課題であることが明らかになった。 

 

◆半数以上がＳＤＧｓへの取り組みに意欲的 

回答者のＳＤＧｓへの今後の取組意欲に関しては、10.2％が

「積極的に取り組みたい」、41.8％が「できれば取り組みたい」と

答えるなど、半数以上が取り組みに肯定的な回答を選んだ。と

ころが、およそ１割が「取り組みたいとは思わない」と回答する

など、半数近くは取り組む意欲を示していない。特に30代では

13.4％、20 代では 11.4％が「取り組みたいとは思わない」と回

答するなど、若い世代での否定的な意見が多いようだ。 

 

◆ゴール別では「11.住み続けられるまちづくりを」が最も高い 

 「ＳＤＧｓに設定されている以下の

17 ゴールの中で、お住まいの都道

府県で取り組まれていると思うものを

お選びください（いくつでも）」という

設問に対し、17 のＳＤＧｓゴールから

該当するものをすべて選んでもらっ

た。 

 取り組んでいるという回答が多かっ

たのは、ゴール 11「住み続けられる

まちづくりを」で 31.6％となった。続

いてゴール 3「すべての人に健康と

福祉を」で 29.4％、ゴール 14「海の

豊かさを守ろう」21.2％となった。 

 なお、17 ゴールのすべてにおいて

「取り組まれている」との回答が前年

の結果より増えており、「取り組んで

いると思うものはない」との回答は

29.7％で、前年の 35.9％より 6.2ポイ

ント減少している。 
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1.貧困をなくそう

2.飢餓をゼロに

3.すべての人に健康と福祉を

4.質の高い教育をみんなに

5.ジェンダー平等を実現しよう

6.安全な水とトイレを世界中に

7.      をみんなに そして    に

8.働きがいも、経済成長も

9.産業と技術革新の基盤をつくろう

10.人や国の不平等をなくそう

11.住み続けられるまちづくりを

12.つくる責任、つかう責任

13.気候変動に具体的な対策を

14.海の豊かさを守ろう

15.陸の豊かさも守ろう

16.平和と公正をすべての人に

17.          で目標を達成しよう

.取り組んでいると思うものはない
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◆地域企業のサステナビリティ貢献度、スーパーや乳業が上位 

47 都道府県に本社、または主要拠点がある企

業や、その地域で創業した企業のうち、一定の規

模を有する企業を地域企業として選定し、それら

の企業を各都道府県の回答者に提示。「以下の

企業の中で、環境や地域・社会の持続性を高める

ような取り組みを行っていると評価できる企業をお

選びください」という設問に対し、該当する企業を

すべて選んでもらった（複数回答）。その後、都道

府県ごとに各企業の回答率を集計し、その率（％）

を「サステナビリティ貢献度」とした。 

47都道府県全体で対象となったのは計 842社。

その中でサステナビリティ貢献度がもっとも高かっ

たのはトヨタ自動車で、本社所在地である愛知県

での貢献度は 44.0％となった。すなわち、愛知県

民回答者の 44.0％がトヨタ自動車について、環境

や地域・社会の持続性を高めるような取り組みを

行っていると評価していることになる。 

 2 位は長崎県で同社名のテーマパークを運営

しているハウステンボスで 41.3％（長崎県での結

果）。同施設はオランダの街並みを題材としたテ

ーマパークで、単独のテーマパークとしては、日

本最大の敷地面積を誇り、開設当初から環境に

配慮した機能・構造としたことが話題となった。3

位はイトーヨーカドー系のスーパー、福島県に本

社を置くヨークベニマルで 40.8％（福島県）、4 位

は滋賀県に本社を置き、近畿、東海、北陸にスー

パーを展開する平和堂で 39.4％（滋賀県）。5 位

は長崎県佐世保市に本社がある通信販売のジャ

パネットたかたで 38.0％（長崎県）となった。 

 ランキングの上位にはスーパーなどの流通・小

売業が多く含まれているほか、8 位の大山乳業

（鳥取県）、13 位の小岩井乳業（岩手県）などの乳

業、16位のシャトレーゼ（山梨県）、17位霧島酒造

などの食品製造業も多い。 

 エネルギー関連でもっとも評価が高かったの

は 11 位の東北電力（宮城県）で、金融関連では

31位の滋賀銀行（滋賀県）だった。 

 評価が高い企業の中には、地元住民の雇用創

出につながっている企業や、食や生活を通して環

境や地域貢献の活動を積極的に行っている企業

が多い。 

 

順位 企業名 都道府県 ％ 

1 トヨタ自動車 愛知県 44.0 

2 ハウステンボス 長崎県 41.3 

3 ヨークベニマル 福島県 40.8 

4 平和堂 滋賀県 39.4 

5 ジャパネットたかた 長崎県 38.0 

6 サニーマート 高知県 34.8 

7 大塚製薬 徳島県 33.7 

8 大山乳業 鳥取県 32.9 

9 サンエー 沖縄県 31.8 

10 イオン東北 秋田県 31.5 

11 東北電力 宮城県 31.2 

12 ユニバース 青森県 31.0 

13 小岩井乳業 岩手県 30.7 

14 オークワ 和歌山県 30.3 

15 日亜化学工業 徳島県 30.0 

16 シャトレーゼ 山梨県 29.1 

17 霧島酒造 宮崎県 28.8 

17 ＵＢＥ（宇部興産） 山口県 28.8 

19 再春館製薬所（ドモホルンリンクル） 熊本県 28.4 

20 アドベンチャーワールド 和歌山県 27.6 

21 アイリスオーヤマ 宮城県 27.4 

22 マツダ 広島県 27.1 

23 フジ 愛媛県 26.8 

24 京セラ 京都府 26.6 

24 旭化成 宮崎県 26.6 

26 TDK 秋田県 26.5 

27 エバグリーン 和歌山県 26.4 

28 ヤマザワ 山形県 26.1 

29 キョーエイ 徳島県 24.8 

30 TOTO 福岡県 24.5 

31 イオン琉球 沖縄県 24.4 

31 滋賀銀行  滋賀県 24.4 

33 沖縄電力 沖縄県 24.3 

34 ひまわり乳業 高知県 24.0 

35 EPSON 長野県 23.7 

36 肥後銀行 熊本県 23.6 

37 中国電力 広島県 23.4 

37 イオン九州 福岡県 23.4 

39 秋田銀行 秋田県 23.3 

40 イオン 千葉県 23.1 

40 四国電力 香川県 23.1 

42 十八親和銀行 長崎県 22.9 

43 九州電力 福岡県 22.8 

44 とさでん交通 高知県 22.7 

45 クスリのアオキ 石川県 22.2 

45 日立製作所 茨城県 22.2 

47 幸楽苑 福島県 22.1 

48 ファーストリテイリング（ユニクロ） 山口県 21.8 

49 薬王堂 岩手県 21.7 

50 スズキ 静岡県 21.6 

地域企業のサステナビリティ貢献度ランキング 
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＜調査概要＞ 

第４回地域版ＳＤＧｓ調査 2022は、15歳以上の男女を対象に、2022年 5月 20日から 26日にかけて

インターネットで調査を実施し、都道府県の住民をそれぞれ約 500 人ずつ計 23,520 人を回収し、調

査時点で移転などの理由によりその地域に居住していない人を除く計 23,166 人の有効回答を得た。

調査対象は 47 都道府県。ＳＤＧｓと地域企業のサスティナビリティ貢献度に関するそれぞれの評価指

標を設け、個人と地域、地域企業の視点でそれぞれ評価項目を設定した。 

 

・ 調査方法 インターネット調査 

・ 調査対象 47都道府県の登録調査モニター（15歳以上）から、居住する都道府県別に抽出 

・ 総回収数 計 23,520人 （各都道府県から約 500人ずつを回収） 

・ 有効回答数  計 23,166人 （各都道府県の回答者数は 479～510人） 

・ 調査時期 2022年 5月 20日～5月 26日 

・ 調査項目 ＳＤＧｓ指標： 認知度、都道府県別ＳＤＧｓ評価、ゴール別評価、取組意欲 

 持続的行動： 消費行動、環境行動、社会行動から計 20項目 

 自由意見： 各地でのＳＤＧｓにつながる取組 

地域企業評価： 認知度、好感度、サステナビリティ貢献度 

回答者属性： 年齢、性別、婚姻、子供の有無、世帯年収、居住形態など 

 

＜調査報告書＞ 

・報告書冊子 （価格は税込） 

基本セット：  98,000円 総合報告書＋個別報告書  

総合報告書： 68,000円 A4判 約 150ページ（データＣＤ別売） 

個別報告書： 48,000円 A4判 約 20ページ（データＣＤ付） 

オプション： 総合報告書データ CDは 20,000円 （調査結果のデータを Excel形式で収録） 

・電子データ （価格は税込） 

   データパック４７（CD）：  398,000円  47都道府県すべてのデータを収録 

   追加調査パッケージ：  350,000円～ ご指定の市や地域企業について追加調査を実施 

・報告会・セミナー （価格は税込、交通費、報告書別途） 

   調査結果を基にセミナーまたは研修会を実施： 110,000円 

 

＜ブランド総合研究所の会社概要＞ 

「都道府県・魅力度ランキング」など地域・自治体の評価指標として全国で利用されている「地域ブ

ランド調査」を毎年実施する地域や企業の調査およびコンサルティングを行う専門企業です。同調

査以外にも、地域ブランドに関する調査やシティプロモーションなどの戦略立案を実施しています。

また、英国ギネスワールドレコーズの公式パートナーとして各地でギネス世界記録への挑戦サポ

ートも行っています。 

代表取締役社長の田中章雄は地域ブランドの提唱者として全国で地域ブランドに関する講演を

行っているほか、地域ブランドアドバイザーとして全国各地の地域の活性化に取り組んでいます。 

 

・ 本社 東京都港区虎ノ門１－１－２０ 虎ノ門実業会館３階（〒105-0001） 

・ 代表者 代表取締役 田中章雄 

・ 資本金 2500万円 

・ 設立 2005年 11月 
 

＜問合せ先（メディアおよび読者とも）＞ 

株式会社ブランド総合研究所 （担当 すりき） 

Tel. 03-3539-3011(代) Fax.03-3539-3013 

E-mail： sdgs@tiiki.jp 


